
前田技術研究所報 VOL.41.2000

合理的なSRC造 非埋込型柱脚の開発
(その 1)構法選定のための構造実験

岩 岡 信 一

山 本  憲一郎 *1

要   旨

兵庫県南吉Б地震以後,変動軸力を受ける鉄骨鉄筋コンクリー ト (SRC)造 柱脚は,鉄骨を基礎梁等
に埋込むことになっている。本研究は変動軸力を受けても安全な非埋込型柱脚を開発 し, SRC造建物
の工期短縮,コ ス ト低減に寄与することを目的としている。考案した構法は,安価でかつ省力化が図れ ,

鉄骨に作用する軸力,曲 げを基礎梁等に充分に伝えられるように,鉄骨ベースプレー トに開けたルーズ
ホールに接続鉄筋を貫通させる構法とした。考案 した構法の試験体 2体および接続鉄筋の有効性確認の
ための試験体,比較のための埋込型試験体の計 4体について,変動軸力下での曲げせん断実験を行なっ
た,実験の結果,埋込り停埋込の違いによる柱全体の破壊性状,初期剛性,曲げ耐力,軸剛性に差は見ら
れなかった。また,柱の曲率分布も埋込りF埋込で差が見られず,上下対称の分布となっていることから,
曲げ性能についても埋込・非埋込での差はなかった .

考案した非埋込型柱脚構法は埋込型と同等の構造性能を有することが確認できた。

キーワード SRC/柱 脚/非埋込/接続鉄筋/軸剛性/曲げ耐力/曲率
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Syllopsis:

Thc purpose of this research is developing bare type colum■ base that is safc under varyl■ 8 axial forcc,and
contributing to shoFtCning thc tiェ xle for constructiOn and reduction of cost.The expcrilncnt undeF Varying axial

forcc was conducted by four specilnens.

As a result of thc experilnent, it turns Out that there is no diffcrence about the quality of destrdction, the

initial sti■ hess, the aexural strcngth, and the axial sti■ hess bctween embcdded りpe and bare type. It has
confirmed thatthe structural pcrformance of bare typc cdum■ base mcthod is equivalent tO that of an embedded

typc column base.
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1.は じめに

兵庫県南都地震での鉄骨鉄筋コンクリー ト造 (SR
C)建物は,非埋込柱脚鉄骨のアンカーボル トの破壊に

よる被害が多く見られた。そのため,緊急的な措置とし

て変動軸力を受ける柱脚都の鉄骨を非埋込形式とする

ことが原則的に禁止され,日 本建築センターの
「建築物

の構造規定」等に提示された。従つて,現状のSRC造

柱脚の鉄骨は手間をかけて基礎梁等に埋め込む必要が

生じており,工期増, コス ト増の原因となつている.

本研究は変動軸力を受けても安全な SRC造 の非埋

込型柱脚構法を考案し,とすることで,SRC造 建物の

工期短縮,コ ス ト低減に寄与することを目的としている

本報ではアンカーボル ト形式とは異なり,安価かつ省力

化の図れる非埋込型柱脚構法を考案し,構法選定のため

に行つた変動軸力下での構造性能実験について報告す

る.

2.構法の考案

構法の考案に際しては鉄骨柱に作用する軸力,曲げな

どをできる限り基礎梁等へ伝えられる構法を優先して

採用した。採用した構法は鉄骨ベースプレー トにルーズ

ホールを設け,そ こに接続鉄筋を貫通させて鉄骨の引張

力等を伝達させる構法である .

3.構造実験

3.1実験概要
(1)試験体

試験体設計に際して想定した建物は,耐震壁付ラーメ

ン構造の中高層集合住宅であり,検討対象部分はラーメ

ン方向外周柱の 1階柱脚部分である。これら外周柱は45

度方向の外力が作用した場合に高引張力,高圧縮力と同

時に水平力が作用することが予想され,SRC造 柱脚と

しては最も厳しい応力状態になる。柱脚の鉄筋は
ベース

プレー ト下の鉄筋コンクリー ト断面での

'岡

材量が柱頭

の鋼材量とほぼ同じになるように配筋した,ベースプレ

ー トを貫通させた接続鉄筋以外はRC部分に主筋とし

て配筋した,ベースプレー ト貫通型はさらに接続鉄筋の

定着方法を直線定着と機械式定着の 2種類とした。

試験体数は4体で,縮尺は約 1/2で ある。No日よ比較

用の埋込型柱脚で,No 2,No 3は考案した非埋込型柱

脚である。また,No,4は接続鉄筋の有効性の確認のた

めに全ての鉄筋をRC部分に配筋した試験体である.

【Nol試験体】現在推奨されている埋め込み型の柱脚構

法の試験体であり,鉄筋,鉄骨ともに上下スタブ内に埋

め込まれている.考案した構法との比較対象となる。

【No.2試 験体】考案した非埋め込み型柱脚構法の試験体

である。柱鉄骨が像担する耐力を,接続鉄筋6‐D19(定

着長328d),お よびRC部分に配筋した鉄筋10-D13(定

着長71.ld,No.3と No.4も 同じ)に よつて,ベースプレー

ト下に伝達させようとする構法である。接続鉄筋は直線

定着とし,コ ンクリー トを拘束して定着力を上げるため

に,柱内法高さの半分の位置までコ宇型のせん断補強筋

(2‐
D6)を鉄骨ウェブを貫通させて配筋している.

【No.3試験体】柱の断面はNo,2試験体と同様である。No.2

との相違点は,接続鉄筋 6‐D19の定着を,プ レー ト付ナ

ットを用いた機械式定着 (定着長205d)と している点と,

コ宇型のせん断補強筋を用いないで,鉄骨柱脚吉Бにバン

ドプレー ト(50x45)を使用している点である。

【No.4試験体】接続鉄筋の有効性を確認するための試験

体である.鉄筋量は No,2,No.3試験体と同じであるが ,

柱脚の鉄筋 (6-D19,10‐D13)を 全て RC部分に配筋した。

なおこれ らの鉄筋の定着長さは付着割裂破壊を起こさ

ない長さとした ,

全試験体の柱の断面設計は,鉄骨および鉄筋コンクリ

ー ト吉Б分のせん断破壊および付着割裂破壊が生じず,柱

脚都での曲げ破壊となるようにしている。

日

図-1 試験体
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表-2 使用材料の機械的性質

コンクリー ト

H-250*125半6*9

鉄筋断面ズ責
0 16

40 08

載荷草由カ
(kN)

630

2160

引張軸耐力

(kNl

2台

図-2 加力装置

表■に試験体諸元,表‐2に材料の機械的性質を示す

(2)加力方法

図‐2に加力装置を示す,水平力は柱中央部に作用させ ,

柱に逆姑称モーメントが生じる機構 とした。軸力は左右

の縦方向油圧ジャッキによる変動軸力とし,上下スタブ
の平行を保つように左右の縦変位も同時に制御した。図

‐3に示すように,長期軸力を No=630kN(N/Nu=0.1)と
し,最大圧縮軸力を Nmax=2160kN,最 大引張軸力を
Nmin=-1180kNと した。また,軸力の変動区間は変動軸
力比 N/Q=133と して水平力 (Q)に比例させて加力し
た,図 -4に力日カサイクルを示す .

(3)計測方法
図‐5に変位の計測位置を,図 -6に主なひずみ計測位置
を示す。変位計測は柱部材の層間変形,柱軸方向を 8区

間に区切つた区間軸変形,上下スタブ間を計測した柱軸
変形,柱脚部鉄骨ベースプレー トの水平変位。回転,柱
脚部のコンクリー ト面の水平変位について行つた。ひず

み計測は柱主筋,接続鉄筋,せん断補強筋,鉄骨フラン
ジ,ウ ェブ,ベースプレー ト,バンドプレー トについて
行つた .

表-1 試験体諸元
試験体 No 4

ヨンクリー ト
鋼材・鉄筋
(材質)

伸び

(%)断面 40cm× 40cm

PL-6

PL-9
246
255
257
100

主筋

せ

18-913

6-D19 PL―

D6

鉄骨

試験体

No l

No 2

No 3

No 4

軸力(

力600kN

σ t

長期軸

柱せん断力(O)

図-3 変動軸力のルール 図-4 加カサイクル

75
225

図-5 変位計測      図-6 歪計測
3.2実験結果
(1)破壊状況

図‐7に各試験体の曲げモーメント M(kN・ m)一層間変
形角 R(7ο )関係,図 -8に R=± 20%時のひび割れ状況を,
表‐3に実験結果一覧を示す。破壊性状は No.1,No.2,
No.3試験体は曲げ破壊,No.4試験体は曲げ破壊後の付着

割裂破壊であつた。

魚加力 (引張軸力下)では各試験体ともR=‐0.2%のサ
イクル時に柱頭柱脚部分に曲げひび割れが生じ,その後
は変形・引張軸力が大きくなるに従い,柱全体に一様に
引張ひび割れが生じた。R=‐0.5%ま でに,主筋,接続鉄

鉄
骨
ゲ
ー
ジ
位
置

鉄
筋
ゲ
ー
ジ
位
置
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筋ともに引張降伏した。正載荷 (圧縮軸力下)では,

R=+0.57っのサイクルで曲げひび害1れが生じ,R=+3.07ο以

降には柱頭柱脚部分にコンクリー トの圧壊が生じた ,

R=+3.07っ以降,柱頭柱脚部分から0.25D～ 0.5Dの範囲で,

主筋の座屈が顕著になり,No.2,No.3,No,4試 験体では,

主筋の座屈に伴つて,せん断補強筋の破断が生じた。

No.1試験体の曲げひび割れ本教は,他の 3試験体より

少なく,最大耐力時における柱頭柱脚部分のコンクリー

トの破壊も他の試験体に比べて小さかつた。R=‐3.0%お

よび R〓‐7.0%の サイクルの負載荷時に,柱頭柱脚部分の

引張側鉄筋が全数破断し,その後は耐力上昇しなかつた。

No.2,No.3試 験体はほぼ同様な破壊性状を示した。加

力後の観察から,いずれも柱脚ベースプレー ト位置から,

引張によるコーン状の斜めひび割れが観察された。No.3

試験体は柱脚部の側面 l力日力方向に平行な面)のコンク

リー トがやや膨らんでいたのに対し,No.2試験体は膨ら

みは少なかつた。これは側面から補強したコ型補強筋の

効果と考えられる。なお,主筋の破断は生じなかつた。
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図-7 曲げモーメントM(kN・ m)―層間変形角 R(%)関係
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現象

柱Л却主筋 圧縮降伏

接続筋  圧縮降伏

柱脚フラガ

最大せん断力  (正 )

最大山げモーメント

実験値 (正 )

1)曲 げひびわれ発生 計算値
2)最大曲げモーメント計算値

表-3 実験結果一覧

Oc=2Mc/h Mc=0.56√ σB・ Zo十 ND/6
べ―スア
°
レート下の断面における、平面保持仮定による計算値

50

1)

(負 )

No,4

N

-82

2157

2141

2156

2145
-575

2145

2112

N(kN)

2163
-1151

1.32

⑪
∩

No.4試験体は R=+2.0%の サイクル時に側面の鉄筋に   300
添って,付着ひび割れが生じた。その後,変形が進むに

従い,部材全長にわたって付着割裂が進展し,側面のか   250
ぶリコンクリー トがほぼ全面にわたって剥落した。負載    200
荷の R=‐3.07,以降,付着破壊が原因と見られる耐力低下
を生じ,その後の耐力の上昇はなかった。なお,主筋の   150
破断は生じなかつた.                  100

(2)初期剛性

図‐9に正載荷時の柱の初期剛性と弾性剛性の計算値
を示す。弾性剛性の計算は鉄骨,鉄筋を無視し,コ ンク
リー トのみの材料定数と断面 2次モーメントを用いた。

また,せん断変形に対する形状係数はκ=1.2と して計算

した。試験体間での初期岡Ⅲ性の違いは無く,計算値とも
祝ね一致している.

(3)柱脚の軸変形および曲げ変形
ここでは実験結果をもとに,考案した非埋込型柱脚の

軸変形および曲げ変形について考察する。

図‐10に層間変形角 R―軸変形量δv関係を,図‐11に

負載荷時の柱の区間軸変形率の分布を示す。図‐10中の

点線は各サイクルピーク時の軸力に対する軸変形量の

計算値であり,圧縮軸力時は鋼材とコンクリー ト,引 張

1400
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1400

1200

2 3  δb(mm) 4

図-9 初期剛性

層間変形角 ヽX1/1 00rad)

図-10 層間変形角 R―軸変形量δv関係
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区門軸変形率 δv(X)          区門軸変形率 δv(%)

図-11 柱の区間軸変形率の分布 (負載荷時)
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軸力時は

'岡

材のみの弾性軸変形量を No.1試験体につい

て算定したものである.圧縮軸力時は計算値と実験値は

オ既ね一致している。また,引張軸力時は R=0.33%あ たり

から計算値を大きく上回つているが,これは繰返し曲げ

による鋼材の塑性歪の累積によるものと思われる,図■1

の軸変形率分布で,No.4試験体の R〓‐2.0%の軸変形が柱

脚部の 2段目の区間まで広がっているが,他の試験体で

は柱頭柱脚が対称な変形率分布をしており,埋込・非埋

込を比較しても分布に大きな差は見られない。

図‐12に層間変形角 R―ベースプレー ト回転角 θ bp関

係を,図‐13に鉄骨フランジの歪を応力に換算して求め
た負載荷時の鉄骨の負担モーメント分布を,図‐14に柱
の区間変位から求めた負載荷時の曲率分布を示す。なお,

柱頭柱脚部の曲率分布は 2区間の計測値を 1区間とし

て計算して示している。図‐13の歪の応力換算には弾塑

性の繰返しを考慮し,材料の軟化域にはパウシンガー効

果も考慮した.No.2,No.3試験体のベースプレー トの回

層間変 R(X1/1 00rad)

図-12 層間変形角 R―へ―゙スフ
°
レート回転角θ bp関係

転角は埋込型の No.1試験体に対して R=2.0%時 に 1.7～

1.9倍,R=‐2.07ο時に 1.3～ 1.4倍の回転角となつている.

また,図‐13において No.11こ 比べ他の試験体は柱脚部で

の負担モーメントが小さいが,図‐14の柱全体の曲率分

布では埋込・非埋込の違いは見られず,ほぼ逆対称の曲

率分布を保つていることから,非埋込柱脚は接続鉄筋お

よびRC部分の鉄筋により埋込型柱脚と同等の曲げ性
能を有していると考えられる.

4.ま とめ

考案した非埋込型 SRC柱脚構法について変動軸力
下での曲げせん断実験を行ない,以下のことがわかった
。 非埋込型の柱脚部を鉄骨と同量の接続鉄筋で補強
した場合,高引張軸力下でも復元力特性,破壊性状,

軸性能,曲 げ性能ともに埋込型柱脚と同等の構造性

能を確保できる。

, 今回考案した接続鉄筋をベースプレー トに貫通さ
せる非埋込柱脚は,いずれも構造性能の面では実用

的である。なお,接続鉄筋の定着方法に関しては施
工性,コ ストの比較にから,No2の構法が優位と考
えられる。

5。 今後の課題

今後は性能を確認した構法に対して,柱頭の鉄量に比
べ,柱脚の鉄量を減じた場合においても,高引張軸力下
でも充分な靭性がある事を確認し,設計時の軸力制限等

を明確にする必要がある.

（
お
こ
０
〇
一＼
一）
全

ω

領
呼
回
ユー
さ
ヽ
≪
Ｉ
セ

（Ｅ
Ｅ
Ｆ
柏
樋

（Ｅ
Ｅ
Ｙ
相
樋

1600

1400

1200

1600

1400

1200

1600

1400

1200

000

800

600

400

200

0

ヾ ずヾヾ
§ヾ ヾヾ  ヾ ヾゞヾヾ §ヾ ゞヾヾ

鉄骨負担モーメントM(kN・ m)     鉄骨負担モーメントM(kN・ m)

図-13 鉄骨の負担モーメント分布 (負載荷時)
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図-14 区間曲率分布 (負載荷時)
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